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傷病 補償 等年金

の請求手続

労労災災保保険険

厚厚生生労労働働省省･･都都道道府府県県労労働働局局･･労労働働基基準準監監督督署署

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。



休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第３日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷



病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。
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れる最初の月から適用されます。
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休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷



請請求求書書記記入入例例

この用紙には災害の発生し
た事業場または主に負荷が
あったと考える事業場につ
いて記載してください。

通勤災害の場合は様式第 号

の

※印の欄は記入しないでくだ

さい。

事故の発生日または発病の日

を正確に記入してください。

療養のため労働できなかった

期間と、そのうち賃金を受け

られなかった日数を記入しま

す。

機械で読み取るため、算用数

字で記入してください。

銀行等に振込みを希望する場

合は、請求人本人の口座番号

を記入してください。

●ゆうちょ銀行口座 記号・

番号 を指定する場合、通常

記号は５桁、番号は８桁と

なっていますが、番号が８桁

未満の場合は、頭に０を加え

て８桁としてください。

例 番号が の場合、

となります。

1 X X X 0 0 1 2 3 4 5 6 1

記号 ５桁 番号 ８桁

｢０｣を加えてください。

※記号と番号の間に１桁の数

字がある場合は、その１桁の

数字は、記載する必要はあり

ません。

※預金の種類は「１」として

ください。

事業主の証明が必要です。

支店長等が事業主の代理人と

して選任されている場合、当

該支店長等の証明を受けてく

ださい。

ただし、離職後に第２回目以

降の請求をする場合には、必

要ありません。なお、療養の

ため、労働できなかった期間

の全部または一部が離職前に

ある場合には証明が必要とな

ります。

また、働いていた会社が廃止

されている場合や、会社が事

業主証明を拒否するなど、事

業主証明が得られない場合で

あっても労災請求はできます

ので、最寄りの都道府県労働

局または労働基準監督署にご

相談ください。

直接所属している事業場が一

括適用の取扱いをしている支

店、工場、工事現場等の場合

に記入します。

診療担当者 医師、歯科医師、

柔道整復師等 による証明が

必要です。
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スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。
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する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。
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れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額
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通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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係るものである場合は、請求書への証明が必要です。



職種はなるべく具体的に作

業内容がわかるように記入

してください。

別紙 の「平均賃金算定内

訳」によって計算された平

均賃金額を記入します。

あ どのような場所で、 い

どのような作業をしていると

きに、 う どのような物また

は環境に、 え どのような不

安全または有害な状態があっ

て、 お どのような災害が発

生したか、 か ⑦と初診日と

災害発生日が同じ場合はその

日の所定労働時間内に通院し

たか、⑦と初診日が異なる場

合はその理由を記入してくだ

さい。

同一の事由により厚生年金

保険等の年金を支給される

場合にのみ記入してくださ

い。

複数の事業場で就業されて

いる場合、「有」に○をつ

け、事業場数を記入してく

ださい。ここで記入された

事業場ごとに別紙 から別紙

の作成が必要となります。

複数の事業場で就業されて

いる場合で、かつ特別加入

している場合に記入してく

ださい。

時刻は、午前・午後表記で

記入してください。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷



記記 入入 例例

複数事業労働者の方は、各事

業場について「別紙 」を記

入して、提出してください。

この欄には、労働日数等に

関係なく一定の期間によっ

て支払われた賃金を記入し

ます。

賃金締切日を記入します。

災害発生日の直前の賃金締

切日から遡って過去３か月

間が平均賃金算定期間とな

りますので、当該期間にお

ける賃金計算期間を記入し

ます。

該当する賃金計算期間中に

実際に労働した日数を記入

します。

なお、年次有給休暇を取得

した日数は、労働日数に算

入してください。

この欄には、労働日数、労

働時間数等に応じて支払わ

れた賃金を記入します。

両者を比較して、いずれか

高い方が平均賃金とされま

すので本例の場合の平均賃

金は 円 銭となりま

す。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。



記記 入入 例例（（ ））賃賃金金計計算算期期間間中中にに業業務務外外のの傷傷病病
私私病病 等等にによよるる休休業業ががああっったた場場合合

※本例は、私病により４月１日～４月 日までのうち７日間休業した場合の記入例です。

実際に支払われた金額を

記入します。本例は、休

業した７日分の基本賃金

は支払われておらず月決

めの住居手当及び通勤手

当は支払われている場合

の例です。

〇囲みの数字は、私病な

どで休業した日数を控除

した日数を記入します。

Ａ Ｂを比較して、いずれ

か高い方とＣを比較して

高い方が平均賃金とされ

ますので本例の場合の平

均賃金は 円 銭と

なります。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷



休業した日に対して支払

われた金額を記入します。

例えば、住居手当の金額

は （表面記載の住

居手当）÷ （総日数）

×７（休業した日数）で

求められ、本例の場合は

となります。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
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① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。



休休業業期期間間中中にに住住宅宅手手当当等等がが
支支払払わわれれたた場場合合記記 入入 例例（（ ））

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷



記記 入入 例例（（複複数数事事業業労労働働者者のの場場合合））

様式第 号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場ごと

に、この別紙 を記入してく

ださい。

様式第 号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場の労働

保険番号を記入してください。

様式第 号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場につい

て、別紙 の「平均賃金算定

内訳」によって計算された平

均賃金を記入してください。

様式第 号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場の雇用

期間を記入してください。

様式第 号（表面）で記入し

た事業場以外の事業場につい

て、療養のため労働ができな

かった期間と、そのうち賃金

を受けられなかった日数を記

入してください。

同一の傷病について厚生年

金保険等の年金を受給して

いる場合にのみ記入してく

ださい。

事業主の証明が必要です。支

店長等が事業主の代理人とし

て選任されている場合には、

当該支店長等の証明を受けて

ください。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
通
知

② 請求書

④

支
払

① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。

請請求求のの手手続続きき 被災労働者

事業主

厚生労働
本省

医療機関

① 請求書に証明

労働基準監督署

注

③

支
給
決
定
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知

② 請求書

④
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① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。



傷傷病病 補補償償 等等年年金金ににつついいてて

業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっったた負負傷傷やや疾疾病病のの

療療養養開開始始後後１１年年６６かか月月をを経経過過ししたた日日ままたたははそそのの

日日以以後後、、次次のの要要件件にに該該当当すするるとときき、、傷傷病病補補償償年年

金金 業業務務災災害害のの場場合合 、、複複数数事事業業労労働働者者傷傷病病年年金金

複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合 ままたたはは傷傷病病年年金金 通通

勤勤災災害害のの場場合合 がが支支給給さされれまますす。。

そそのの負負傷傷ままたたはは疾疾病病がが治治っってていいなないいこことと。。

そそのの負負傷傷ままたたはは疾疾病病にによよるる障障害害のの程程度度がが傷傷病病

等等級級表表 ペペーージジ のの傷傷病病等等級級にに該該当当すするるこことと。。

給給付付のの内内容容

傷病等級に応じて、傷病（補償）等年金、傷病特別支給金および傷病特別年金が支給されます。

傷病等級 傷病（補償）等年金 傷病特別支給金（一時金） 傷病特別年金

第１級 給付基礎日額の 313日分 114万円 算定基礎日額の 313日分

第２級 〃 277日分 107万円 〃 277日分

第３級 〃 245日分 100万円 〃 245日分

年金の支払月

傷病 補償 等年金は、上記の 、 の支給要件に該当することとなった月の翌月分から支給さ

れ、毎年２月、４月、６月、８月、 月、 月の６期に、それぞれの前２か月分が支払われます。

※ 傷病(補償)等年金が支給される場合には、療養(補償)等給付は引き続き支給されますが、休業

(補償)等給付は支給されません。

※ 傷病等級が第１級または第２級の胸腹部臓器、神経系統・精神の障害があり、現に介護を受け

ている方は、介護(補償)等給付を受給することができます。この給付を受けるためには、別途請

求書などをご提出していただく必要があります。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷



算算定定基基礎礎日日額額

「算定基礎日額」とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因である事故が発生

した日または診断によって病気にかかったことが確定した日以前１年間にその労働者が事業主から

受けた特別給与の総額（算定基礎年額）を365で割った額です。特別給与とは、給付基礎日額の算

定の基礎から除外されているボーナスなど３か月を超える期間ごとに支払われる賃金をいい、臨時

に支払われた賃金は含まれません。

なお、複数事業労働者の算定基礎日額については、原則、複数就業先に係る算定基礎年額に相当

する額を合算した額を365で割った額となります。

特別給与の総額が給付基礎年額(給付基礎日額の365倍に相当する額)の20％に相当する額を上回

る場合には、給付基礎年額の20％に相当する額が算定基礎年額となります。ただし、150万円が限

度額です。

手手 続続 きき

傷病(補償)等年金の支給・不支給の決定は、所轄の労働基準監督署長の職権によって行われます

ので、請求手続きはありませんが、療養開始後１年６か月を経過しても傷病が治っていないときは、

その後１か月以内に「傷病の状態等に関する届」（様式第16号の2）を所轄の労働基準監督署長に

提出しなければなりません。

また、療養開始後１年６か月を経過しても傷病(補償)等年金の支給要件を満たしていない場合は、

毎年１月分の休業(補償)等給付を請求する際に、「傷病の状態等に関する報告書」（様式第16号の

11）を併せて提出しなければなりません。

｢治ったとき｣とは

労災保険における傷病が「治ったとき」とは、身体の諸器官・組織が健康時の状態に

完全に回復した状態のみをいうものではなく、傷病の症状が安定し、医学上一般に認め

られた医療(注1)を行っても、その医療効果が期待できなくなった状態(注2)をいい、この状

態を労災保険では「治ゆ」(症状固定)といいます。

したがって、「傷病の症状が、投薬・理学療法等の治療により一時的な回復がみられ

るにすぎない場合」など症状が残存している場合であっても、医療効果が期待できない

と判断される場合には、労災保険では「治ゆ」(症状固定)として、療養(補償)等給付を支

給しないこととなっています。

(注1) 「医学上一般に認められた医療」とは、労災保険の療養の範囲(基本的には、健康保険に準拠して

います)として認められたものをいいます。したがって、実験段階または研究的過程にあるよう

な治療方法は、ここにいう医療には含まれません。

(注2) 「医療効果が期待できなくなった状態」とは、その傷病の症状の回復・改善が期待できなくなっ

た状態をいいます。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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① 請求書に証明

船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。



「傷病の状態等に関する届」（様式第16号の2）を提出される際には、個人番号を記入し
てください。
労働基準監督署の窓口に提出される場合は、封筒に入れるなどして周囲の人の目に触れ

ないようご注意ください。また、個人番号が記載された請求書等を提出される際には、本
人確認（個人番号確認と身元（実在）確認）を行いますので、本人確認書類をご用意くだ
さい。

●個人番号の取扱いについて

（本人確認書類の例）
①個人番号カード
②通知カード、個人番号付き住民票など＋運転免許証、パスポートなど
労働基準監督署に郵送される場合は、普通郵便による提出も受理いたしますが、漏えい、

紛失等の事故を防止するため、できるだけ、追跡可能な簡易書留などによる方法で提出し
てください。また、本人確認のため本人確認書類の写しを同封してください。
詳しくは労働基準監督署にご相談ください。

傷傷 病病 等等 級級 表表

労働者災害補償保険法施行規則

別表第二 傷病等級表

傷病等級 給付の内容 障害の状態

第１級 当該障害の状態が継

続している期間1年

につき給付基礎日額

の313日分

(1) 神経系統の機能又は精神に著しい障害を有し、常に介

護を要するもの

(2) 胸腹部臓器の機能に著しい障害を有し、常に介護を要

するもの

(3) 両眼が失明しているもの

(4) そしゃく及び言語の機能を廃しているもの

(5) 両上肢をひじ関節以上で失ったもの

(6) 両上肢の用を全廃しているもの

(7) 両下肢をひざ関節以上で失ったもの

(8) 両下肢の用を全廃しているもの

(9) 前各号に定めるものと同程度以上の障害の状態にある

もの

第２級 同 277日分 (1) 神経系統の機能又は精神に著しい障害を有し、随時介

護を要するもの

(2) 胸腹部臓器の機能に著しい障害を有し、随時介護を要

するもの

(3) 両眼の視力が0.02以下になっているもの

(4) 両上肢を腕関節以上で失ったもの

(5) 両下肢を足関節以上で失ったもの

(6) 前各号に定めるものと同程度以上の障害の状態にある

もの

第３級 同 245日分 (1) 神経系統の機能又は精神に著しい障害を有し、常に労

務に服することができないもの

(2) 胸腹部臓器の機能に著しい障害を有し、常に労務に服

することができないもの

(3) 一眼が失明し、他眼の視力が0.06以下になっているもの

(4) そしゃく又は言語の機能を廃しているもの

(5) 両手の手指の全部を失ったもの

(6) 第1号及び第2号に定めるもののほか、常に労務に服す

ることができないものその他前各号に定めるものと同程度

以上の障害の状態にあるもの

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。
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高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
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社社会会復復帰帰促促進進等等事事業業ににつついいてて

労災保険では、保険給付の他に、被災労働者の円滑な社会復帰の促進や遺族を含めた援護など

を図るために、以下のような社会復帰促進等事業を実施しています。

●義肢等補装具購入（修理）に要した費用の支給

傷病(補償)等年金を受給していて、一定の欠損障害または機能障害が残った方に対し、義肢

や車いすなどの補装具の購入(修理)に要した費用を支給します。

義肢等補装具の購入(修理)に要した費用の支給を受けようとする場合は、「義肢等補装具購

入・修理費用支給申請書」を都道府県労働局長に提出してください。

●労災就学等援護費

労災就学等援護費には、労災就学援護費と労災就労保育援護費の２種類があり、傷病（補

償）等年金を受給していて、一定の要件に該当する方で、

①生計を同じくしている子が学校※に在学中、またはこの子を就労のために保育所などに預け

ている場合(※小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、特別支援学校等)

②受給している本人が在学中またはその家族の就労のために保育所などに預けられている場合

に支給します。

「労災就学等援護費支給申請書」に在学証明書など必要な書類を添えて、労働基準監督署長

に提出してください。

●長期家族介護者援護金

一定の障害により、傷病等級第１または２級の傷病(補償)等年金を10年以上受給していた方

が業務外の原因で死亡した場合、一定の要件を満たすご遺族の方に、長期家族介護者援護金を

支給します。

「長期家族介護者援護金支給申請書」に必要な書類を添えて、労働基準監督署長に提出して

ください。

請求書は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。
（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/rousaihoken.html ）
トップページ「分野別の政策一覧」雇用・労働＞労働基準＞労災補償＞労災保険給付関係請求書等ダウンロード

事業場の廃止または事業主の行方不明後に疾病の発生が確定した場合などで、待期期間（３

日間）について労働基準法に基づく休業補償を受けられない場合、休業補償給付の３日分に相

当する額の援護金を支給します。

支給を受けようとする場合は、「休業補償特別援護金支給申請書」を労働基準監督署長に提

出してください。

●休業補償特別援護金
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日間）について労働基準法に基づく休業補償を受けられない場合、休業補償給付の３日分に相

当する額の援護金を支給します。

支給を受けようとする場合は、「休業補償特別援護金支給申請書」を労働基準監督署長に提

出してください。

●休業補償特別援護金

病発生日の直前の賃金締切日)の直前３か月間に被災労働者に対して支払われた賃金の総額(ボーナ

スや臨時に支払われる賃金を除く)を、その期間の暦日数で割った１日当たりの賃金額です。

なお、複数事業労働者の給付基礎日額については、原則、複数就業先に係る給付基礎日額に相当

する額を合算した額となります。

休業(補償)等給付の額の算定の基礎となる給付基礎日額は、賃金水準(注1)が四半期で±10％を超え

て変動した場合、その変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、療養開始後１年６

か月を経過した場合は、年齢階層別の最低・最高限度額が適用されます(休業給付基礎日額)。

年金としての保険給付(注2)の額の算定の基礎となる給付基礎日額については、毎年、前年度と比

較した賃金水準の変動率に応じて増額又は減額(スライド)されます。また、年齢階層別の最低・最

高限度額の適用があります(年金給付基礎日額)。年齢階層別の最低・最高限度額は、年金が支給さ

れる最初の月から適用されます。

船員については、給付基礎日額の特例があります。

(注1) 厚生労働省が作成している「毎月勤労統計」における労働者１人当たり１か月の平均給与額

(注2) 傷病(補償)等年金、障害(補償)等年金、遺族(補償)等年金

一一部部負負担担金金

通勤災害により療養給付を受ける場合は、初回の休業給付から一部負担金として200円（日雇特

例被保険者については100円）が減額されます。
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船員については、船員保険分を全国健康保険協会(協会けんぽ)に請求する場合があります。
(注) 第２回目以降の請求が離職後である場合には、事業主による請求書への証明は必要ありません。

ただし、離職後であっても当該請求における療養のため労働できなかった期間の全部または一部が離職前に
係るものである場合は、請求書への証明が必要です。

休休業業 補補償償 等等給給付付ににつついいてて

労労働働者者がが、、業業務務ままたたはは通通勤勤がが原原因因ととななっっ

たた負負傷傷やや疾疾病病にによよるる療療養養ののたためめ労労働働すするるここ

ととががででききずず、、そそののたためめにに賃賃金金をを受受けけてていいなな

いいとときき、、そそのの第第４４日日目目かからら休休業業補補償償給給付付

（（業業務務災災害害のの場場合合））、、複複数数事事業業労労働働者者休休業業

給給付付（（複複数数業業務務要要因因災災害害のの場場合合））ままたたはは休休

業業給給付付（（通通勤勤災災害害のの場場合合））がが支支給給さされれまますす。。

給給付付のの内内容容

①業務上の事由または通勤による負傷や疾病による療養のため、②労働することができないため、

③賃金を受けていない、という３要件を満たす場合に、その第４日目から、休業(補償)等給付と休

業特別支給金が支給されます。支給額は次のとおりです。

・単一事業労働者(一の事業場のみに使用されている労働者)の場合

休業補償給付、休業給付＝(給付基礎日額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(給付基礎日額の20％)× 休業日数

・複数事業労働者(事業主が同一でない複数の事業場に同時に使用されている労働者)の場合

休業(補償)等給付＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の60％)×休業日数

休業特別支給金＝(複数就業先に係る給付基礎日額に相当する額を合算した額の20％)×休業日数

なお、休業の初日から第3日目までを待期期間といい、この間は業務災害の場合、事業主が労働

基準法の規定に基づく休業補償(１日につき平均賃金の60％)を行うこととなります。ただし、複数

業務要因災害・通勤災害の場合には、事業主の補償責任についての法令上の規定はありません。

また、例えば通院のため、労働者が所定労働時間のうち一部を休業した場合は、給付基礎日額か

ら実際に労働した部分に対して支払われる賃金額を控除した額の60％に当たる額が支給されます。

船員については、労災保険給付に加え、船員保険から給付される場合もあります。

給給付付基基礎礎日日額額

「給付基礎日額」とは、原則として、労働基準法の平均賃金に相当する額をいいます。

平均賃金とは、原則として、業務または通勤による負傷や死亡の原因となった事故が発生した日

または医師の診断によって疾病の発生が確定した日(賃金締切日が定められているときは、傷


